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（仮訳） 

 

バーゼル II：「自己資本の測定と基準に関する国際的統一化：改訂された枠組」 

2004 年 6 月 

 

序 文 

 

１． 本レポートは､バーゼル委員会（当委員会）が、国際的に活動する銀行の自

己資本充実に係る監督上の規則を改訂するに当って､国際的統一性を確保す

るために最近数年間に行ってきた作業の結果を提示するものである。 

１９９９年６月に当委員会が自己資本充実の枠組の改訂に関する最初の一

連の提案を行った後､全てのメンバー国において広範な市中協議プロセスが

開始され、同提案はその他の世界各国の監督当局にも回付された。当委員会

はその後､２００１年１月および２００３年４月にも追加的な提案を市中協

議に付し､更に同提案に関する定量的影響度調査を３回にわたり行った。こ

うした努力の結果､当初提案には多くの貴重な改善が加えられた。今回公表

するペーパーは、全メンバーの合意に基づく当委員会の声明である。本ペー

パーには、自己資本充実度の測定に関し合意された枠組および達成すべき最

低基準が詳述されており､当委員会のメンバー国の監督当局は、それぞれの

国においてこれを採用すべく提案を行う。本枠組ならびにそこに含まれる基

準は、Ｇ１０諸国の中央銀行総裁および銀行監督当局の長官により承認され

た。 

 

２． 当委員会は､メンバー当局がそれぞれの国において適切な採用手続きを進

めることを期待する。幾つかのケースにおいては、この手続きの一環として、

当委員会が提案する枠組の影響に関して更なる調査が行われたり、利害関係

者が各国当局にコメントを寄せる機会が今一度設けられたりするであろう。

当委員会は､ここに提示する枠組を２００６年末に適用可能とする意向であ

る。しかし、当委員会は､最も先進的な手法については影響度調査や予備計

算をもう一年行う必要があると感じている。従って､これらの手法は２００

７年末に適用可能となる。改訂された枠組への移行についての詳細、および

各々の手法への移行方法は、パラグラフ４５から４９に述べられている。 

 

３． 本文書は世界各国の監督当局に回付される。各国当局に対しては､それぞれ
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の監督上の優先課題全般を考慮のうえ、自らが適当と考える時期に､この改

訂された枠組を採用することを勧奨する。改訂された枠組においては､世界

中の銀行および銀行システムが採用し得る選択肢が用意されている。しかし、

当委員会は､近い将来に本枠組へ移行することが、全ての非Ｇ１０諸国にお

いて監督の強化という観点から第一位の優先課題となるとは考えていない。

そうした場合、各国監督当局は枠組実施のタイムテーブルと手法を策定する

に当り、改訂された枠組が自国銀行システムにどのような利益をもたらすか

を注意深く検討すべきである。 

 

４． １９８８年合意の改訂作業を行うに当って当委員会が基本的な目標とした

ことは､国際的に活動する銀行の間で自己資本の充実に関する規則が競争上

の不平等の大きな原因とならないよう、枠組の十分な整合性を維持しつつ、

国際銀行システムの健全性と安定性を一段と強化することであった。当委員

会は､改訂された枠組は銀行業界に対し､より強固なリスク管理実務の採用

を促すと信じており､それが同枠組の主要な利点のひとつであると考える。

当委員会は､銀行やその他の利害関係者が、提案に対するコメントにおいて、

改訂された枠組の基礎を成す三つの柱（最低所要自己資本、監督上の検証､

および市場規律）のアプローチの概念と理論を歓迎したと認識している。よ

り一般的に言えば、銀行やその他の利害関係者は､銀行実務やリスク管理実

務の変化を勘案して自己資本に関する規則を改善すると同時に､各国レベル

で可能な限り統一的に適用し得る枠組としての利点を維持する、という方針

に賛意を表明した。 

 

５． 当委員会は､枠組を改訂するに当り､リスク感応度を大幅に高めた自己資本

ルールを構築することを目指した。この自己資本ルールは、概念的に健全で

あると同時に､個々のメンバー国で現在用いられている監督および会計制度

固有の特徴を適切に考慮したものでなければならなかった。当委員会は､こ

の目標は達成されたと考えている。また当委員会は､１９８８年の自己資本

充実の枠組の主要な要素を維持することとしている。例えば､全体としてリ

スクアセットの少なくとも８％相当の総自己資本保有を求めること、市場リ

スクの取扱いに関する１９９６年の「マーケット・リスクを自己資本合意の

対象に含めるための改定」の基本的構造､適格とされる自己資本の定義、な

どがそれである。 

 

６． 改訂された枠組の大きな革新点のひとつは、銀行の内部システム上のリス
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ク評価を所要自己資本算定上のインプットとしてより大幅に活用している

ことである。当委員会は本措置を採るに当り､それらの内部的なリスク評価

の完全性(integrity)を確保するため、一連の詳細な最低要件を提示してい

る。当委員会は､銀行のリスク管理方針やリスク管理実務の形態ないし具体

的運用について指示するつもりはない。各々の監督当局は､銀行の内部管理

やそのためのシステムが所要自己資本算定のベースとして用い得る適切な

ものであることを確保するため､一連の検証手続きを策定することになろう。

特に枠組の導入期間中において、監督当局は銀行の準備状況に関し健全な判

断を行う必要がある。監督当局が最低要件の遵守状況を検証するのは、あく

までも銀行が所要自己資本の算定にプルーデントな情報をインプットする

能力を十分に備えていることを確認するための手段であり、当委員会は最低

要件の遵守自体が目的とならないよう期待する。 

 

７． 改訂された枠組には､信用リスクおよびオペレーショナル・リスクの所要自

己資本を算定する手法として、幾つかの選択肢が設けられている。銀行およ

び監督当局は、それぞれの業務内容や金融市場のインフラストラクチャーに

最も適した手法を選択することができる。更に本枠組は､各国市場毎に異な

る状況に基準を適合させることができるよう、各々の選択肢を適用するに当

って各国が一定限度内の裁量を行使することを認めている。但し､適用方法

が十分に整合的なものとなるよう、各国当局は相当な努力を払わなければな

らない。当委員会は、今後､整合性を一段と高めるために枠組の実施をモニ

ター・検証する所存である。特に、当委員会の新規制実施作業部会（ＡＩＧ）

の創設目的は、枠組実施のアプローチについて監督当局間の情報交換を促し､

実施の整合性を図ることにある。 

 

８． 枠組を効果的に実施するためには､母国当局と現地当局の協力を強化する

必要がある。当委員会は、母国当局がこうした協力関係をリードする重要な

役割を担うものと認識している。ＡＩＧは、銀行の実施負担を軽減し､監督

資源を節約するための協力と協調に関する実務的な取決めを策定中である。

当委員会は､ＡＩＧの作業ならびに同部会が監督当局や銀行業界との間で行

った意見交換に基づいて､改訂された枠組のクロスボーダー実施に関する一

般原則、および、先進的計測手法によるオペレーショナル・リスクの自己資

本賦課に焦点を絞った母国当局および現地当局のための諸原則を公表した。 

 

９． 強調しておくべきことは､改訂された枠組が、国際的に活動する銀行の自己

資本に関する最低水準を設定するために構築されたものだということであ
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る。１９８８年合意と同様に､各国当局がより高い自己資本を最低水準とし

て設定することは自由である。各国当局はまた、自らが免許を付与する銀行

に対し､自己資本充実度の補足的な基準を導入することも自由である。例え

ば、各国当局は､正確なリスク･エクスポージャーの測定に関し、いかなる自

己資本ルールにも存在する潜在的な不確実性への対応として、あるいは、銀

行の負債による資金調達を抑制したい場合に、これらの補足的な基準を用い

ることができる。本枠組が提示する基準に加えて国内で補足的な自己資本基

準（レバレッジ・レシオや大口与信規制など）を用いる場合は､補足的な基

準により求められる自己資本の水準の方がより厳しいこともあり得る。より

一般的に言えば、監督当局は、第二の柱の下で、銀行が規制上の最低水準を

上回る自己資本に基づいて業務を行うことを期待すべきである。 

 

１０． 改訂された枠組は１９８８年合意に比べてリスク感応度が高いものの､

国内銀行市場のリスクが相対的に高い国は､銀行に対してバーゼル合意の最

低水準を超える自己資本を保有することを求めるべきか否かを検討する必

要がある。これは、構造がより大まかな標準的手法を採用する銀行に対して

特に当てはまることであるが､内部格付（ＩＲＢ）手法を用いている場合で

も､大規模損失が発生するリスクは本枠組で想定されている以上に高いこと

があり得る。 

 

１１． 当委員会はまた、銀行および監督当局が、改訂された枠組の第二の柱（監

督上の検証）および第三の柱（市場規律）に適切な注意を払う必要があるこ

とを明確にしておきたい。銀行が自己資本充実度を評価する努力を行い､監

督当局が当該評価を検証するといった第二の柱を確実に実行することによ

って、最低所要自己資本に係る第一の柱を補完することが極めて重要である。

更に､本枠組の第三の柱に定められているディスクロージャーは、市場規律

が他の二つの柱を効果的に補完していく上で不可欠である。 

 

１２． 当委員会は､国内的にも国際的にも､健全性規制上のアプローチと会計

上のアプローチの相互関係が、自己資本充実度の測定における比較可能性や

これらのアプローチの実施コストに大きな影響を与え得ることを認識して

いる。この意味で、当委員会は､非期待損失と期待損失に係る当委員会の決

定は大きなステップであったと考える。当委員会とそのメンバーは、会計当

局との対話において引続き能動的な役割を果たし、健全性規制の基準と会計

基準の不適切な相違をできる限り減じるよう、努力を行っていく所存である。 
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１３． 本文書に提示する改訂された枠組には､当委員会が２００３年４月に公

表した最新の協議案に比して幾つかの大きな変更点がある。それらの変更の

幾つかについては、当委員会が２００３年１０月、２００４年１月、および

２００４年５月に発したプレスリリースの中で既に述べられている。これら

のプレスリリースでは､期待損失（ＥＬ）と非期待損失（ＵＬ）の取扱いや、

証券化エクスポージャーの取扱いの変更などが説明された。これらに加え､

信用リスク削減手法や適格なリボルビング型リテール向けエクスポージャ

ーの取扱いを含む幾つかの変更が盛り込まれている。当委員会はまた､先進

的内部格付手法を用いる銀行はデフォルト時損失率（ＬＧＤ）パラメータに

景気後退の影響を織り込む必要がある、との期待を明確にするよう努めた。 

 

１４． 当委員会は､最低所要自己資本の全体的な水準に関する当委員会の目標

を再度明言することが重要であると考える。すなわち、改訂された枠組にお

いてより先進的でリスク感応度の高い手法を採用するインセンティブを与

えつつ､最低所要自己資本の全体的な水準をほぼ現状どおりとする、という

目標である。当委員会は､改訂された枠組の実施に先立って水準調整を更に

見直す必要があることを確認した。当委員会は､そうした見直しを行う時点

において入手可能な情報から、自己資本総額に関する当委員会の目標が達成

されないことが判明した場合は､これに対処するために必要な措置をとる用

意がある。水準調整は枠組自体の構造とは切り離して行うとの原則に立ちつ

つ､具体的な調整は改訂された枠組により算定されたＩＲＢの所要自己資本

に単一のスケーリング・ファクター（１超あるいは１未満）を適用するとい

うものになろう。期待損失・非期待損失に係る決定に基づく調整を行いつつ、

第三次定量的影響度調査（ＱＩＳ３）のデータを使って算出した、現時点に

おける最も蓋然性の高いスケーリング・ファクターの推計値は1.06である。

スケーリング・ファクターの最終的な決定は､予備計算の結果に基づいて行

われ､実施される枠組のすべての要素を反映することになる。 

 

１５． 当委員会は､改訂された枠組を構築するに当り､同枠組がより将来を見

据えた（forward-looking）自己資本の充実度に係る監督手法となり、時間

の経過とともに進化し得る性質のものとなることを企図した。本枠組が市場

の発展やリスク管理実務の進歩に歩調を合わせていくためにはこうした進

化が必要であり、当委員会は市場や実務の発展をモニターし､必要な場合に

は枠組の修正を行う所存である。こうした観点から､業界との継続的かつ広

範な対話は当委員会にとって大変有益であったため、当委員会は今後とも対

話の機会を拡大していきたいと考えている。当委員会はまた、今後の作業項
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目について常に業界に周知していく所存である。 

 

１６． そうした相互交流が特に重要となる分野のひとつはダブル･デフォルト

に関連するものである。当委員会は､本件の解決策を決定するに先立って､計

測結果をはじめ全ての側面への影響を検討することが不可欠ではあるもの

の、ダブル･デフォルト効果の認識は必要と考えている。当委員会は､改訂さ

れた枠組の実施に先立って、健全性の観点から適切といえる解決策を可能な

限り迅速に見出す意図を持って、引続き作業を行う。当委員会は､本作業と

並行して､トレーディング業務に関する様々な論点（将来の潜在的なエクス

ポージャー等）について証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）との間で共同作

業を開始した。 

 

１７． 当委員会がより長期的な性質の追加的作業を行う意向を持っている分

野のひとつは､適格自己資本の定義に関連するものである。本作業の動機の

ひとつとなったのは、本文書に提示する枠組において期待損失と非期待損失

の取扱いの変更およびこれに伴う引当金の取扱いの変更が行われた結果と

して、一般的に、総所要自己資本に対する TierI 所要自己資本が低下する傾

向にあるということである。また、本枠組の下で自己資本基準を単一の国際

的基準に収斂させるためには、事業を継続しつつ予期せざる損失の吸収に用

いることができる一連の資本調達手段に係る合意を明らかにすることが究

極的には必要となる。当委員会は、１９９８年１０月の「自己資本の基本的

項目（TierI）としての発行が適格な資本調達手段」と題するプレスリリー

スにおいて､TierI 自己資本の適格項目の修正に引き続き、自己資本の定義の

見直しを行う意図を表明した。当委員会は今後､規制上の自己資本の定義を

巡る論点を更に検討するが､このより長期的な作業の結果としての変更につ

いては､本文書に提示する改訂された枠組の実施以前に提案するつもりはな

い。当委員会はこの間､規制自己資本の構成に関する１９９８年の決定が各

国間で整合的に適用されることを確保するための努力を継続する。 

 

１８． 当委員会はまた､リスクと経済資本を定量化する試みをはじめ､銀行業

界の潮流となっているリスク管理実務について業界との間で話合いを継続

する努力を行う。過去１０年間､幾つかの銀行が主要業務から生じる信用リ

スクのモデル化に資源を投入してきた。これらのモデルは､地理的区分や商

品ラインを超えて信用リスクを定量化し､合計し､管理する手段として開発

されている。本文書に提示されている枠組では、そうした信用リスク・モデ

ルから導き出された数値を自己資本規制上の目的で用いることは認められ
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ていない。しかし、当委員会は､そうしたモデルの実績および銀行間の比較

可能性について､引き続き積極的に対話を行うことが重要であると認識して

いる。当委員会はまた、改訂された枠組を成功裡に実施することにより､銀

行と監督当局は本課題に取り組むうえで極めて貴重な経験を得ることがで

きると考える。当委員会は､ＩＲＢ手法は純粋に規制に基づく信用リスク測

定と、より完全に信用リスクの内部モデルに基づく手法との中間点にあると

考える。信頼性、比較可能性、検証､および競争条件の公平性に係る問題点

に適切に対処することができれば､この連続線に沿って更に前進することは

原則として可能である。それまでの間は、監督上の検証プロセスや銀行のデ

ィスクロージャーにおいて、信用リスクの内部モデルの実績にも注意を払い、

関連事項に関する情報を蓄積していくことが非常に有益であると当委員会

は考える。 

 

１９． 本文書は四部から成る。第一部では適用範囲を取り扱い､銀行グループ

内で自己資本ルールがどのように適用されるかを詳述する。信用リスクおよ

びオペレーショナル･リスクに係る最低所要自己資本の計算、ならびにトレ

ーディング勘定関連の幾つかの論点については第二部で取り上げる。第三部

と第四部では､監督上の検証および市場規律に関する期待についてそれぞれ

概説する。 

 

 

 


